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凡   例 

 

１  文中及び表中に用いる金額は百万円単位で表示し、単位未満は四捨五入している。 

２  文中に用いる比率（％）は、国の算定基準に基づいている。 

 

 



- 1 - 

１．実質赤字比率 

 実質赤字比率とは、地方公共団体の一般会計等に生じている赤字の大きさを、その

地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものである。 

 当年度の一般会計等の実質収支は 4 億 3,400 万円の黒字となっており、実質赤字

額が発生していないため、実質赤字比率は計上されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（一般会計等実質収支額及び実質赤字比率） 

（単位：百万円） 

項  目 平成 26年度 平成 25年度 差引増△減 

一般会計等実質収支額 434 24,223 △23,789 

標準財政規模 759,965 763,991 △4,025 

実質赤字比率 ― ― ― 

（注）一般会計等実質収支額とは形式収支(歳入歳出差引額)から明許繰越等のために翌年度に繰り

越すべき財源を控除した額である。 

 

 

 

（一般会計等実質赤字額）〔 ― 〕 

（実質赤字比率）〔 ― 〕 ＝ 

（標準財政規模） 759,965百万円 

  

 

 ○標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的

一般財源の規模を示すものであり、市税等の標準税収入額等 648,319 百万円に普通

交付税等 35,732 百万円及び臨時財政対策債発行可能額 75,915 百万円を加えたもの

で、759,965百万円となっている。 
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2．連結実質赤字比率 

 連結実質赤字比率とは、一般会計等に加え、公営企業会計などを含む地方公共団体

の全会計に生じている赤字の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合

で表したものである。 

 当年度の連結実質収支額は 1,047 億 6,100 万円の黒字となっており、連結実質赤

字額が発生していないため、連結実質赤字比率は計上されていない。 

 一般会計の黒字（4 億 3,400 万円）に加え、国民健康保険事業会計が 122 億

5,500 万円の赤字、自動車運送事業会計が 165 億 4,800 万円の資金不足となる

ものの、高速鉄道事業会計が737億1,800万円、水道事業会計が318億9,700

万円、下水道事業会計が 213 億 6,300 万円の資金剰余となっていることなどによ

り、市全体では黒字となっている。 

 

 

（連結実質赤字額） 〔 ― 〕 

（連結実質赤字比率）〔 ― 〕＝ 

（標準財政規模）759,965百万円 
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（連結実質収支額及び連結実質赤字比率） 

（単位：百万円） 

会  計  名 平成 26年度 平成 25年度 差引増△減 

一般会計等 
実

質

収

支

額 

434 24,223 △23,789 

一般会計等以外

の特別会計のう

ち公営企業に係

る特別会計以外

の会計 

駐車場事業会計 147 56 92 

有料道路事業会計 0 21 △21 

国民健康保険事業会計 △12,255 △12,922 667 

介護保険事業会計 440 416 24 

後期高齢者医療事業会計 1,195 1,136 59 

公

営

企

業 

会

計 

法適用 

企 業 

自動車運送事業会計 

資

金

不

足

・

剰

余

額 

△16,548 1,471 △18,019 

高速鉄道事業会計 73,718 52,644 21,074 

水道事業会計 31,897 30,065 1,832 

工業用水道事業会計 5,777 5,016 760 

市民病院事業会計（注） ― 5,751 △5,751 

中央卸売市場事業会計 △1,407 △2,955 1,548 

下水道事業会計 21,363 21,742 △379 

港営事業会計 0 0 0 

法非適用 

企  業 

食肉市場事業会計 0 0 0 

市街地再開発事業会計 0 0 0 

合 計（連結実質収支額） 104,761 126,664 △21,903 

標準財政規模 759,965 763,991 △4,025 

連結実質赤字比率 ― ― ― 

（注）市民病院事業会計については、平成26年10月1日より地方独立行政法人に移行している。 
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３．実質公債費比率 

 実質公債費比率とは、地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大き

さを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものである。 

 平成 24 年度、平成 25 年度及び平成 26 年度の３か年の比率を平均した結果、

9.3％となり、早期健全化基準（25.0％）及び財政再生基準（35.0％）を下回って

いる。 

 平成26年度単年度における実質公債比率は10.0%となり、平成25年度単年度に

比べて、0.9 ポイントの悪化となっている。これは、準元利償還金のうち、公債費

に準ずる債務負担行為に係るものとして、弁天町駅前開発土地信託事業（オーク

200）に係る和解に伴う立替金元金の弁済 63 億 7,000 万円が行われたことによ

るものである。 

 

（実質公債費比率） 

実質公債費比率 
平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

9.0％ 9.0％ 9.1％ 10.0％ 

平成 25年度実質公債費比率 

（３か年平均） 
9.0％  

平成 26年度実質公債費比率 

（３か年平均） 
 9.3％ 

(注)比率（３か年平均）は、小数第２位以下を切り捨てている。 
 
 

平成 26年度単年度の実質公債費比率は次の算式のとおり算定されている。 

 

（104,895百万円＋148,305百万円）     （74,194百万円＋114,429百万円） 

平成 26年度    （地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金） － （特定財源 ＋ 
元利償還金･準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額） 

（実質公債費比率）＝ 

10.0％      （標準財政規模）   －   （
元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額）    
759,965百万円            114,429百万円 

 
○ 地方債の元利償還金は、一般会計等の公債費の元利償還額である。 

○ 準元利償還金は、満期一括償還地方債について償還期間を 30 年とする元金均等年賦償還と

した場合における１年当たりの元金償還金相当額、一般会計等から一般会計等以外の特別会

計への繰出金のうち公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの、公債費に準ずる債

務負担行為に係るものなどである。 

○ 特定財源は、都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画税及

び地方債償還額に充当した住宅使用料等である。 

○ 元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額とは、普通交付税の算定基礎に

算入された元利償還金及び準元利償還金である。 
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（実質公債費比率の計算要素） 

（単位：百万円） 

項  目 平成 26年度 平成 25年度 差引増△減 

元利償還金① 104,895 106,719 △1,824 

準元利償還金② 148,305 140,191 8,114 

特定財源③ 74,194 71,569 2,625 

元利償還金･準元利償還金に係

る基準財政需要額算入額④ 
114,429 116,566 △2,137 

分子（①＋②－③－④） 64,576 58,774 5,802 

標準財政規模⑤ 759,965 763,991 △4,025 

分母（⑤－④） 645,536 647,424 △1,889 
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４．将来負担比率 

 将来負担比率とは、借入金（地方債）など地方公共団体が現在抱えている負債の大

きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものである。 

 当年度は141.8％となり、前年度（152.5％）と同様に早期健全化基準（400.0％）

を下回っている。 

 全会計合計での地方債残高の減少や充当可能財源の増加によるものである。 

 

 

 

3,836,257百万円      2,920,762百万円 

（ 将 来 負 担 額 ）  －  （充当可能財源等） 

（将来負担比率）141.8％ ＝     

（標準財政規模）  －  （ 
元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額 ) 

759,965百万円        114,429百万円 
 
○ 将来負担額は、一般会計等の地方債の現在高、公営企業債の償還財源繰入見込額

や退職手当負担見込額等の現在抱えている負債額である。 

○ 充当可能財源等は、上記の将来負担額の償還に充てることができる基金額や都市

計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画税等である。 
 

      (注)比率は、小数第２位以下を切り捨てている。 

 

（前年度との比較） 

項  目 平成 26年度 平成 25年度 差引増△減 

将来負担比率 141.8％ 152.5％ △10.7 

 

（将来負担比率の計算要素） 

（単位：百万円） 

項  目 平成 26年度 平成 25年度 差引増△減 

将来負担額① 3,836,257 3,889,189 △52,932 

充当可能財源等② 2,920,762 2,901,630 19,132 

分子（①－②） 915,495 987,558 △72,063 

標準財政規模③ 759,965 763,991 △4,025 

元利償還金･準元利償還金に係る 

基準財政需要額算入額④ 
114,429 116,566 △2,137 

分母（③－④） 645,536 647,424 △1,889 
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（将来負担額内訳） 

（単位：百万円） 

項  目 平成 26年度 平成 25年度 差引増△減 

地方債の現在高 3,056,138 3,084,296 △28,159 

債務負担行為に基づく支出予定額 65,361 7,170 58,191 

公営企業債等繰入見込額 499,277 572,134 △72,858 

組合等負担等見込額 0 0 0 

退職手当負担見込額 178,100 182,862 △4,762 

設立法人の負債額等負担見込額 37,382 42,726 △5,344 

 第三セクター等 37,382 42,726 △5,344 

連結実質赤字額 0 0 0 

組合等連結実質赤字額負担見込額 0 0 0 

合計(将来負担額) 3,836,257 3,889,189 △52,932 

 

上記の将来負担額内訳の第三セクター等の負債額等負担見込額の内訳 

（単位：百万円） 

項  目 

平成 26年度 平成 25年度 

差引増△減 損失補償付 

債   務 

 % 

算入率 負債額等負担見込額 

第三セクター等 

 株式会社湊町開発センター 4,668 100 4,668 4,913 △246 

ｱｼﾞｱ太平洋ﾄﾚｰﾄﾞｾﾝﾀｰ株式会社  22,449 100 22,449 23,551 △1,102 

大阪市街地開発株式会社 4,648 10 465 501 △37 

クリスタ長堀株式会社 8,464 100 8,464 8,646 △182 

大阪港埠頭株式会社 4,186 10 419 571 △152 

計 44,415  36,464 38,182 △1,717 

公的信用保証 

 大阪市信用保証協会 918 4,544 △3,626 

合  計 37,382 42,726 △5,344 

 

（充当可能財源等内訳） 

（単位：百万円） 

  

項  目 平成 26年度 平成 25年度 差引増△減 

充当可能基金 733,418 689,906 43,512 

 財政調整基金 161,799 148,210 13,589 

 公債償還基金 531,118 492,174 38,944 

  運用基金 1,685 2,760 △1,075 

  特定目的基金 38,816 46,762 △7,945 

充当可能特定歳入 771,342 786,637 △15,295 

  都市計画税 454,186 515,418 △61,232 

  貸付金償還金 60,537 60,072 465 

  住宅使用料等 206,343 207,195 △852 

 その他 50,276 3,952 46,324 

基準財政需要額算入見込額 1,416,002 1,425,088 △9,086 

計（充当可能財源等） 2,920,762 2,901,630 19,132 
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５．資金不足比率 

 資金不足比率とは、地方公共団体の公営企業会計における資金不足を、その公営企

業の事業規模に対する割合で表したものである。 

 自動車運送事業会計については、住之江用地土地信託事業（オスカードリーム）終

了に係る和解金の支払により 140.9％となっており、経営健全化基準（20.0％）

を上回っていることから、平成 27 年度内に経営健全化計画を策定しなければなら

ない。 

 中央卸売市場事業会計については、平成 20 年度において資金不足比率が経営健全

化基準（20.0％）を上回ったため、平成 28 年度に資金不足を解消する経営健全化

計画を策定し、当該計画に基づき経営健全化を図っているところである。 

 

 

 

  

 
 （資金の不足額）  

       （資金不足比率）  ＝   

（事業の規模） 

 

  ○資金の不足額 

法適用企業  （流動負債 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした 

地方債の現在高 － 流動資産）－ 解消可能資金不足額 

法非適用企業 （繰上充用額 ＋ 支払繰延額・事業繰越額 ＋ 建設改良費等以外の経費の 

財源に充てるために起こした地方債の現在高）－ 解消可能資金不足額 

    (注)宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関す 

      る特例がある。 

  ○事業の規模 

法適用企業   営業収益の額 － 受託工事収益の額 

    法非適用企業  営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 
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（各公営企業会計の状況） 

（単位：百万円） 

項  目 平成 26年度 平成 25年度 差引増△減 

法 

 

適 

 

用 

 

企 

 

業 

自動車運送事業会計 

資金不足額 16,548 － 皆増 

事業の規模 11,744 12,339 △596 

資金不足比率 140.9% － 皆増 

高速鉄道事業会計 

資金不足額 － － － 

事業の規模 154,190 155,704 △1,514 

資金不足比率 － － － 

水道事業会計 

資金不足額 － － － 

事業の規模 62,969 63,887 △918 

資金不足比率 － － － 

工業用水道事業会計 

資金不足額 － － － 

事業の規模 1,528 1,596 △68 

資金不足比率 － － － 

中央卸売市場事業会計 

資金不足額 1,407 2,955 △1,548 

事業の規模 6,035 6,072 △37   

資金不足比率 23.3% 48.6% △25.3％ 

下水道事業会計 

資金不足額 － － － 

事業の規模 65,518 40,167 25,351 

資金不足比率 － － － 

 
宅地 

造成 
港営事業会計 

資金不足額 － － － 

 事業の規模 15,637 16,556 △919 

 資金不足比率 － － － 

法

非

適

用

企

業 

 

食肉市場事業会計 

資金不足額 － － － 

 事業の規模 777 825 △48 

 資金不足比率 － － － 

宅地 

造成 
市街地再開発事業会計 

資金不足額 － － － 

事業の規模 2,504 2,443 61 

資金不足比率 － － － 

（注）資金不足比率の算定においては、資金不足額を正の値として算定する。 

 
(中央卸売市場事業会計 

経営健全化計画における年度ごとの資金不足比率の見通しと実績） 

(単位：％） 

 
平成 

20年度 

平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

見通し ― 189.8 164.4 137.5 116.2 92.8 68.7 32.0 ― 

実績 198.7 178.8 146.7 106.3 80.9 48.6 23.3   

 

 


